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道路政策の質の向上に資する技術研究開発について 

～研究の募集～ 
 

○ 国土交通省道路局では、「学」の知恵、「産」の技術を幅広い範囲で融合するこ
とにより、道路政策の質を一層向上させるため、平成１６年１０月に新道路技術

会議を設置し、道路政策の質の向上に資する技術研究開発を進めているところで

す（別紙１）。 
 
○ 新道路技術会議では、平成１６年度より道路政策の質の向上に資する技術研究
開発を公募し、平成１６年度８件、平成１７年度３件、平成１８年度３件を採択

し、それぞれ翌年度より技術研究開発が行われているところです。 
 
○ 平成１９年度も、平成２０年度から取り組む道路政策の質の向上に資する技術
研究開発の提案を、研究者の方々から広く募集することとしましたのでお知らせ

します（別紙２）。 
 
                  記 
 
１．募集期間 平成１９年１１月２９日（木）から平成２０年１月１５日（火） 
 
２．研究期間 平成２０年度から３年間以内 
 
３．募集要領及び提案様式 
 

 詳細は、国土交通省のホームページ 
（http://www.mlit.go.jp/road/tech/index.html） 
より応募要領及び提案様式をダウンロードできます。 

 
＜問い合わせ先＞ 

 道 路 局 国道・防災課 企画専門官 森戸  03-5253-8111(内 37813) 
                                               03-5253-8494( 直 通 ) 
              課長補佐  原田  03-5253-8111(内 37862) 
                        03-5253-8492( 直 通 ) 
 国土技術政策総合研究所  道路研究官 佐藤  029-864-2300( 直 通 ) 
※本記者発表資料については、国土交通省ホームページ（アドレス:http://www.mlit.go.jp）にも掲
載しています。 

資料配付の場所 
・国土交通記者会 
・国土交通省建設専門紙記者会 
・国土交通省交通運輸記者会 
・つくば研究学園都市記者会 
平成 19年 11月 29日同時配布 



 

（別紙１） 
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委員長：中村 英夫 

委 員：赤羽 弘和 

委 員（ｿﾌﾄ分科会長） 

：家田 仁 

委 員：太田 和博 

委 員：小澤 一雅 
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委 員：川嶋 弘尚 

委 員：佐々木 葉 

委 員：柴崎 亮介 
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委 員：中越 信和 
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：三木 千壽 
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委 員：吉田 明 

武蔵工業大学学長 東京大学名誉教授 

千葉工業大学 教授 

 

東京大学大学院 教授 

専修大学 教授 

東京大学大学院 教授 

東京工業大学大学院 教授 

慶應義塾大学 教授 

早稲田大学 教授 

東京大学 空間情報科学研究センター長 

東京女子大学 教授 

広島大学大学院 教授 

 

東京工業大学大学院 教授 

(社)建設コンサルタンツ協会 

インフラストラクチャー研究所 主任研究員 

(社)日本土木工業協会 広報委員会副委員長 
 

（敬称略、五十音順） 
 

 

（委員長代理・ﾊｰﾄﾞ分科会長） 



 
 
 

平成２０年度 道路政策の質の向上に資する技術研究開発 
研究の募集 

 
産・学・官の連携を強化し、 

「学」の知恵、「産」の技術を幅広い範囲で融合することにより、 
道路政策の質の向上に資する技術研究開発の提案を、研究者の方々から広く募集します。 

 

  
 以下に示す「２．政策領域」のいずれかに関するもの（複数領域に関するものも可）であ
って、「３．公募タイプ」のいずれかに該当するものを、応募の対象とします（平成２０年度

の委託研究は５テーマ程度を予定しています）。 
○応募方法 
 国土交通省 HP（http://www.mlit.go.jp/road/tech/index.html）から提案様式をダウンロ
ードし、ご記入の上、印刷物と電子データ（CD-R 等）にて、下記期限までに、郵送で提
出して下さい。 
・ 提出期限：平成２０年１月１５日（火）（必着） 
・ 提 出 先：〒１００－８９１８東京都千代田区霞が関二丁目一番三号 
        国土交通省道路局国道・防災課 
        道路政策の質の向上に資する技術研究開発の募集係 
○応募資格 
下記に該当する研究機関等に所属する研究者とします。 

・ 国立試験研究機関等の国立機関 
・ 大学等の教育機関（付属研究機関を含む） 
・ 地方公共団体、国土交通省設置法第４条第２８号の業務等を定める政令（平成１２年政令第２
９７号）第２条に規定する公共的団体及び日本下水道事業団等の公共的団体 

・ 民法（明治２９年法律第８９号）第３４条の規定により設立された法人 
・ 新道路技術会議が委託研究を実施することが適当であると認めた学会及び業界を代表する協会 
・ 公共事業を行う第三セクターのうち新道路技術会議が委託研究を実施することが適当であると
認めた法人 

・ その他、特に新道路技術会議が委託研究を実施することが適当であると認めた法人または個人 
・ 上記の要件を満たす複数の研究者からなる共同研究体 

 

  
 募集する研究は、道路分野における基礎的な要素技術から、総合的な応用技術までの幅広
い技術研究開発を対象としています。 
① 「新たな行政システムの創造」に関する技術研究開発 
② 「経済・生活に活力を生む道路ネットワークを形成し、有効活用を図る」ための技術研究

開発 
③ 「新たな情報サービスを創造し、利用者の満足度を向上させる」ための技術研究開発 
④ 「コスト構造を改革し、道路資産の効率的な形成」に関する技術研究開発 
⑤ 「美しい景観と快適で質の高い道空間の創出」に関する技術研究開発 
⑥ 「交通事故等から命を守る」ために必要な技術研究開発 
⑦ 「災害時における対応をスピーディかつ的確に支援する」ために必要な技術研究開発 
⑧ 「大切な道路資産の科学的な保全」に資する技術研究開発 
⑨ 「沿道環境を改善し、良好な生活環境を創造する」ために必要な技術研究開発 
⑩ 「自然環境、地球環境の保全」に関する技術研究開 

（別紙２） 

２．政策領域 

１．応募方法 

 



 
 
 
公募タイプ タイプⅠ 

政策実現型 
タイプⅡ 

技術ブレイクスルー型 
タイプⅢ 

新政策領域創造型 

概  要 
現在の道路行政の重点

課題の解決に資する研

究 

技術的課題の画期的な解

決を目指す研究 

政策横断的な視点から

道路行政の新たな政策

領域を提案する研究 
 応募にあたっては提案研究内容に応じた適正な予算額を積み上げ、計上願います（研究経費
の適切さは審査対象になります）。なお、年間限度額は下記の通りです。 

年間限度額 

2,000万円／年 
 
（要素技術の研究開発を主体と

する研究テーマ、及び文献調査、

データ収集・分析、ヒアリング、

事例研究等を主体とする研究テ

ーマにも対応できるよう、500万
円/年程度の研究も募集します。）

5,000万円／年 
 
(研究の本格採択にあたり、事前に
実行可能性や具体的方途等につい

て、検討・分析を行う必要がある

と会議において判断される場合、

単年度で500～1,000万円程度のフ
ィージビリティ・スタディ（FS）
を実施して頂くことがあります。

また、提案者自らの判断に基づき、

FSの実施案件として応募頂くこと
も可能です。) 

1,000万円／年 
 
（要素技術の研究開発を主体と

する研究テーマ、及び文献調査、

データ収集・分析、ヒアリング、

事例研究等を主体とする研究テ

ーマにも対応できるよう、500万
円/年程度の研究も募集します。）

研究期間と

評価 

平成２０年度から１～３年間以内（最終年度に継続も検討）。なお、タイプⅡの FSの実施期間は１年間（１
年後に研究の本格採択の是非を審査）とします。 
会議は、研究テーマについて、研究期間終了後に事後評価を実施するとともに、毎年度、研究の見通しや

進捗、研究費の配分や研究継続の妥当性などについて中間評価を行い、次年度以降の研究費の適正化をはか

ります。 
また、複数年度にまたがる研究は、毎年度、新道路技術会議において評価を行い、成果の見込みがないと

判断されたものについては、打ち切ります。検討の結果、大きな成果が認められるものは当初の研究期間を

越える継続も検討します。 
研究期間終了後には研究成果に関する報告会を開催するとともに、優れた研究成果を上げた研究者を表彰

します。 
 

 
 
○審 査 
 国土交通省道路局に設置する新道路技術会議が提案内容の審査を行います。審査結果に
基づき、必要に応じて、提案者との合意のもと、産・官・学のコンソーシアム等、提案毎

に研究体制を確立し、国土交通省国土技術政策総合研究所が委託研究の実施を決定します。 
 
○審査基準 
 提案された研究について、「創造性」、「実現性」、「研究体制」の３つの観点から総合的に
審査します。審査の途中でヒアリングを受けて頂く可能性があります。また研究のタイプ

により３つの観点の重み付けが異なります。 
 

 創造性 実現性 研究体制 
タイプⅠ ３０％ ５０％ ２０％ 
タイプⅡ ４０％ ４０％ ２０％ 
タイプⅢ ６０％ ２０％ ２０％ 

 
 「新道路技術会議（委員長：中村英夫 武蔵工業大学学長、東京大学名誉教授）」は、道路
政策に関わる専門家１４人で構成される会議です。道路政策の質の向上に資する技術研究開

発が行われることを応援します。 
 

詳細は HP（http://www.mlit.go.jp/road/tech/index.html）をご覧下さい。 

４．審査基準 

３．公募タイプ 


